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一般社団法人　大日本水産会

物品市場アクセス

　日本の漁業が、その地域毎の自然的・地理的条件に制約に合わせて、長年
にわたり資源の持続的利用を図り、安心安全に配慮した食料の安全供給体
制を築き、国民の健康的な生活を支えてきたという実態、更には現在でも食料
自給率が39％という低水準である状況を踏まえ、農林水産委員会における国
会決議の趣旨を尊重し、無秩序な輸入が行われない様、農林水産物の重要
品目等を守り国益にかなう最善の道を追求するべきである。

環境

　漁業補助金については、本来TPP関係国内だけで議論すべき問題ではな
く、漁業資源を利用する全ての国が参加するWTO交渉の場で議論されるべき
である。またWTOにおいて我が国は、漁業補助金の規制については「資源の
保護・回復や適切な管理に資するものを除き、真に過剰漁獲につながるもの
に限定すべき」と主張しており、仮にTPP交渉の場で漁業補助金が協議される
場合でも、その主張に基づき東日本大震災からの復興支援策や、政府の掲
げる強い水産業へ向けた諸政策に支障が生じないよう交渉を進めるべきであ
る。

※　２つ以上意見を提出される場合は、「提出意見」の行をコピーの
上、行を追加願います。




